
資料４．保育施設の現状について 

 

益城町子ども・子育て会議（令和 7年 8月 6日開催）資料 

 

1. 「町こども計画_量の見込みの算定値_実数との比較」（速報値） 

• 令和 6 年度の出生数について、計画値と比較して 29名の 

減少が見られました。 

計画当初の予測よりも出生数が少ない状況です。 

• 令和 7 年 7 月時点の令和 6 年度児童集計では 269 名であり、

3 ヶ月で 10名増加しています。 

短期間ではありますが、増加傾向にあります。 

• 0-5 歳の全体で 55 名の差があり、特に 0 歳児と 1 歳児で合

計 44 名、4歳児で 9名の減少が見られます。 

乳幼児期の人口が計画よりも少ない現状です。 

• 出生数の減少は、今後の町の人口全体、特に子育て支援施策

に大きな影響を与えるため、今後の動向を注視していきます。 

• 速報値ではありますが、令和 7 年 7 月 9 日までの令和 7 年

度の出生数は 81 名です。 

• この 3 ヶ月の実数から推計すると、年間約 324 名の出生数と

なり、計画値よりも増加傾向にあります。 

これは、年度初めの減少傾向から、現在のペースでは持ち直

しの兆しが見られることを示唆しています。 

 

 

 

計画値 実数 参考

令和7年

(2025年 )
4/1時点 7/9時点

0歳 - 288 259 -29 269

1歳 - 326 311 -15 315

2歳 - 334 338 4 346

3歳 年少 334 332 -2 333

4歳 年中 371 362 -9 362

5歳 年長 323 319 -4 324

6歳 小１ 356 360 4 368

7歳 小２ 372 365 -7 367

8歳 小３ 354 350 -4 350

9歳 小４ 403 398 -5 401

10歳 小５ 402 401 -1 403

11歳 小６ 442 439 -3 439

0-5歳 1,976 1,921 -55 1,949

6-11歳 2,329 2,313 -16 2,328

計画値と

の差
呼称
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2. 令和７年７月９日時点_校区別人数状況 

 

1. 小学生児童数の現状と傾向 

小学 1年生から 6年生までの児童数の合計は 2,328名で、一番児

童数が少ない「小学３年生」は、平成 28 年生まれの児童で、熊本

地震の年に生まれた学年です。 

 小学 6 年生は 439 名と最も多く、年々児童数が減少傾向ですが、

小学２年生からは増加に転じています。 

 

2. 未就学児（0 歳児～5歳児）の現状と今後の見込み 

0歳児から 5歳児までの合計は 1,949名で、最も多い学年は、362

名の 4歳児クラスです。0歳児は 269名と最も少なく、未就学児に

おいても各学年で増減が見られます。 

 

3. 小学校区ごとの特徴 

小学校区ごとの児童数を見てみると、広安西小校区に住んでいる

児童が最も多く、次いで広安小、中央小、飯野小、津森小の順です 

広安西小は、小学生・未就学児ともに児童数が集中している状況

で、大型区画整理事業の影響からこの状況はこの先５年程度は継続

すると予測されます。 

 

4. まとめと今後の課題 

本町の小学生以下の児童は全体的に減少傾向にありますが、町全

体の約 64%が町西部の「広安西小」と「広安小」の校区に集中して

いる状況です。逆に、町東部の「津森小」の児童数は、全体の 3.8%

程度で、特に１歳児の学年は６名と一桁の人数です。 

 

【令和７年７月９日時点_校区別人数状況調べ（住所地にて集計）】 

 学年 児童数 飯野小 広安西小 広安小 中央小 津森小

小学6年生 439 49 138 149 89 14

小学5年生 403 45 129 132 74 23

小学4年生 401 49 125 132 76 19

小学3年生 350 40 119 114 64 13

小学2年生 367 50 134 97 74 12

小学1年生 368 37 128 111 74 18

小計A 2,328 270 773 735 451 99

5歳児 324 33 128 88 62 13

4歳児 362 45 129 98 78 12

3歳児 333 38 129 82 72 12

2歳児 346 36 137 80 79 14

1歳児 315 36 133 75 65 6

0歳児 269 31 118 52 58 10

小計B 1,949 219 774 475 414 67

A+B合計 4,277 489 1,547 1,210 865 166

参考_R7.7.9時点

R7年度_出生

児童数 飯野小 広安西小 広安小 中央小 津森小

3か月実数 81 10 38 11 18 4

年間予測 324 40 152 44 72 16
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益城町子ども・子育て会議（令和 7年 8月 6日開催） 資料 

 

議事４－１．町立第１保育所の利用定員見直しについて 

 

１． 益城町の保育施設入所状況（保留児童の推移） 

過去 4年間の保育施設における保留児童の状況は、別添資料のとおり、以下の推移を

示しております。 

• 令和 4 年度：年間を通じて保留児童が発生しており、特に 3 月時点では 118 名

と高い水準でした。年齢別では 0歳児、1歳児の保留児童が多くを占めていまし

た。また、この年は４月時点で、４名の待機児童が発生しました。 

• 令和 5 年度：引き続き保留児童が発生し、3 月時点では 80 名となりました。前

年度と比較して減少傾向にはあるものの、依然として保育ニーズの高い状況が

続いていました。特に 0歳児、1歳児の保留児童が中心でした。 

• 令和 6 年度：保育施設の整備が進んだことにより、保留児童数は大きく減少し

ました。3 月時点では 64 名となり、特に 2 歳以上児の保留児童が大幅に減少し

たことが確認できます。 

• 令和 7年度：本年度は、後述する保育施設の新規整備の効果により、3歳以上児

の保留児童は発生していません。保留児童全体数も大幅に減少し、8月時点では

9名です。 

（※別添資料：過去 4年間の保育施設入所待ち人数） 

 

2. 保育施設受け皿整備の状況 

益城町では、これまで課題となっていた保育施設の受け皿不足を解消するため、積極

的に施設の整備を進めてまいりました。 

• 令和 5年度：100名定員の保育施設を 1園新設しました。 

   ・第三空港保育園 

• 令和 6 年度：さらに 3 施設の保育施設を整備し、合計で 188 名分の受け皿を確

保いたしました。 

   ・広崎の杜保育園（小規模保育所から 100名定員の保育所に変更） 

   ・第二空港保育園（小規模保育所から 80名定員の保育所に変更） 

   ・こころっこの森保育園（認可外保育所から認可保育所に変更） 

これらの整備により、令和 7 年度においては 3 歳以上児の保留児童が解消されると

いう大きな成果を上げることができました。 
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3. 町立第 1保育所の現状と課題 

町立第 1 保育所は、益城町内の待機児童が多かった時期に、定員 95 名から 100 名に

増加した経緯があります。しかし、近年の状況変化により、以下の課題が生じておりま

す。 

• 「すくすく保育園益城」の休園による影響： 

長らく連携園となっていた「すくすく保育園益城」が今年度をもって休園するこ

とになりました。これにより、連携を通じて 3 歳以上児として町立第 1 保育所

へ入園する児童が見込めない状況となりました。 

• 定員割れの発生：【利用定員：100名】 

令和 6年度からは定員割れが発生しており、以下の入所状況となっています。 

• 令和 4年度：103名 

• 令和 5年度：102名 

• 令和 6年度： 94名 

• 令和 7年度： 86名 

特に令和 7 年度の入所児童数 86 名は、現在の定員 100 名に対して 14 名

の空きが生じており、今後もこの傾向が続くことが予想されます。 

 

4. 町立第 1保育所利用定員の見直しについて 

上記の状況を踏まえ、益城町では、町立第 1保育所の利用定員を現在の 100名から 80

名に縮減することを検討しています。 

この見直しにあたっては、以下の内容で検討しています。 

• 3歳以上児の定員縮減： 

令和 7年度に 3歳以上児の保留児童が発生していない現状を踏まえ、3歳以上児

の定員を縮減する方向で検討を進めます。 

• 3歳未満児の定員縮減幅： 

0歳児・1歳児を中心とした 3歳未満児の保留児童は発生しております。そのた

め、地域の子育てニーズに応えるべく、3歳未満児の定員についての変更は、必

要最低限にしたいと考えています。 

 

 ０歳児 １歳児 ２歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 計 

現在 ８名 １５名 １７名 １８名 ２０名 ２２名 １００名 

案 ８名 １２名 １５名 １５名 １５名 １５名 ８０名 

縮減 ０名 △３名 △２名 △３名 △５名 △７名 △２０名 
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各年度の入所保留人数の推移 

令和 4年度 (2022年度) 

月 
0歳

児 

1歳

児 

2歳

児 

3歳

児 

4歳

児 

5歳

児 

合

計 

4 4 20 4 2 3 0 33 

3 73 24 9 7 4 1 118 

年間傾向：年度当初は 33名だったが、年度末には 118名まで増加。特

に 0歳児の保留人数が顕著に増加し、全体の増加を牽引。 

 

令和 5年度 (2023年度) 

月 
0歳

児 

1歳

児 

2歳

児 

3歳

児 

4歳

児 

5歳

児 

合

計 

4 2 6 0 2 0 0 10 

3 54 18 6 1 1 0 80 

年間傾向：令和４年度に比べ、４月の保留児童は 10名と大幅に減少。

しかし、年度末にかけて 80名まで増加。0歳児の保留人数が引き続き高

い水準で推移。 

 

 

 

 

 

令和 6年度 (2024年度) 

月 
0歳

児 

1歳

児 

2歳

児 

3歳

児 

4歳

児 

5歳

児 

合

計 

4 1 3 1 1 0 0 6 

3 53 10 0 1 0 0 64 

年間傾向：年度当初は 6名と低水準で開始。年度末には 64名まで増

加。0歳児の保留人数が依然として最も多くを占める。 

 

令和 7年度 (2025年度) 

月 
0歳

児 

1歳

児 

2歳

児 

3歳

児 

4歳

児 

5歳

児 

合

計 

4 0 2 1 0 0 0 3 

8 3 3 3 0 0 0 9 

年間傾向：年度当初は 3名とこれまでの 4年間で最低水準。 

8月までのデータでは 9名で推移。現状では保留人数が大幅に減少して

いる傾向。 

別添資料：過去 4 年間の保育施設入所待ち人数 

本資料は、益城町における過去 4か年度（令和 4年度～令和 7年度）の認可保育施設への入所保留人数（入所待ち人数）の推移をまとめ

たものです。各年度の月ごとの状況と、0歳児から 5歳児までの年齢別の内訳、および前月比の変化を示しています。 
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益城町子ども・子育て会議（令和 7年 8月 6日開催）資料 

 

議事４－２：町立益城幼稚園の利用定員見直しについて 

 

１. 益城町における幼児教育・保育の現状 

• 町こども計画における幼稚園利用者数の目標 

• 町こども計画では、幼稚園利用者数を 165名分確保しています。 

• このうち、町立益城幼稚園が 150 名と計画していますが、現状は、町外

の幼稚園等を利用し、令和７年７月時点の利用者数は、78名と利用者定

員と大きな乖離が生じています。 

• 町立益城幼稚園の利用状況の推移 

• 別紙資料（表：益城幼稚園の利用状況推移）のとおり、利用定員 180 名

で運営してきましたが、利用者数は減少傾向にあります。 

• 令和 5年度に定員を 180名から 150 名に見直しましたが、令和 7年 7月

時点の利用者数は 78名と、依然として定員を大幅に下回っています。 

• 2歳児の認可保育施設利用状況 

• 別紙資料（表：2歳児_認可保育施設利用人数）のとおり、認可保育施設

の利用者は年々増加傾向にあり、R7 年度当初では 270 名（利用者割合

79.9%）です。 

• これは、保護者の多様なニーズや、共働き世帯の増加により、預かり時

間が長く柔軟な認可保育施設の需要が高まっていることを示唆している

と考えます。 

 

２. 利用定員見直しの必要性と背景 

• 利用者数の減少と定員との乖離 

• 上記データが示す通り、益城幼稚園の利用実態は現在の定員 150 名と大

きく乖離しています。 

• 定員と実利用数の乖離は、施設の運営効率や、配置職員の適正化にも影

響を与えます。 

• 多様化する保護者のニーズへの対応 

• 近年、共働き世帯の増加や、保育の必要性の認定を伴う保育ニーズの多

様化が進んでいます。 

• 多くの保護者が、長時間の預かりや、保育と教育を一体的に提供する施

設を求めている傾向にあると考えます。 
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• 地域全体の幼児教育・保育サービスの最適化 

• 幼稚園利用者の総数 165 名を維持しつつ、町内全体の幼児教育・保育サ

ービスのバランスを最適化する必要があります。 

• そのためには、既存の認可保育所を認定こども園へ移行することで、多

様なニーズに対応できる体制を強化し、幼稚園機能も確保していくこと

が有効と考えます。 

 

３. 益城幼稚園の利用定員を 90 名へ見直し 

• 上記の状況を踏まえ、町立益城幼稚園の利用定員を 150名から 90名へ見直した

いと考えています。 

【定員変更案】 

 満３歳児 ３歳児 ４歳児 ５歳児 合計 

現在 0 50 50 50 150 

変更案 10 25 25 30 90 

 

• この見直しにより、益城幼稚園は、地域における特色ある幼児教育の場として、

より実態に即した運営が可能となると考えます。 

• 減少する 60名分の幼稚園利用者は、町内の認可保育所を認定こども園へ移行す

ることで対応し、町全体としての幼稚園利用者数 165 名という確保数は維持し

ます。 

 

４. 今後の展開 

• 定員見直しと町内の認可保育所を認定こども園へ移行することの審議をいただ

きたい。 

• 審議後、町の認可保育所に対し、認定こども園への移行に関し、意向調査を実施 

• 定員見直し後の益城幼稚園の運営については、より質の高い幼児教育を提供で

きるよう、教育内容の充実や幼保小や地域との連携強化に努めてまいります。 

• なお、更に利用児童者が減少した場合は、益城幼稚園自体の認定こども園への移

行に関し、「益城町立幼稚園のあり方検討委員会」を組織し、益城幼稚園のあり

方を検討していきたいと思います。 
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表：益城幼稚園の利用状況推移 

年度 利用定員 満 3歳児※ 3歳児 4歳児 5歳児 合計 

H29年度末 180 0 54 45 42 141 

H30年度末 180 0 49 55 44 148 

R元年度末 180 0 38 53 55 146 

R2年度末 180 0 25 39 53 117 

R3年度末 180 0 28 28 38 94 

R4年度末 180 0 17 30 29 76 

R5年度末 150 12 29 22 29 92 

R6年度末 150 10 28 30 35 103 

R7年度末予定 150 11 16 29 30 86 

R7年 7月時点 150 3 16 17 30 78 

R8年度予測 150 12 21 29 30 80 

※満３歳児とは、満年齢で３歳になった児童を翌月から受け入れを行うものです。益城幼

稚園では、児童数確保に向け、令和５年度から開始しました。 

※ R8年度予測は、現在の傾向に基づいた推計です。 
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表：2歳児_認可保育施設利用人数 

年度 
2歳児

全体 

町内施

設数 

認可保育施設

_利用者数 
利用者割合 

認可保育施設_未

利用者数※ 

R3年度

末 
289 19 213 73.7% 76 

R4年度

末 
304 19 228 75.0% 76 

R5年度

末 
337 20 251 74.5% 86 

R6年度

末 
321 20 262 81.6% 59 

R7年度

当初 
338 20 270 79.9% 68 

※認可保育施設_未利用者数の中には、認可外保育施設利用者や町外の幼稚園を満３歳児

で利用中のこどもを含みます。 

※年度末の人数で比較のため、R3-R5年度は 3歳児の人数も計上されていますが、R6年度か

らは 2歳児のみのデータです。 

※利用者割合は、2歳児全体に対する認可保育施設_利用者数の割合です。 
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議事 4-3.町立保育所の公私連携型保育所について 

 

益城町では、段階的に町立保育所を「公私連携型保育所」に移行しています。 

 

※公私連携型保育所とは 

市町村が土地・建物の無償貸与などの協力を行い、私立保育所が運営を行う形

態です。 

• 制度的根拠:児童福祉法第 56 条の 8 に明記されており、市町村と私立の

保育法人が「協定書」を交わし、市町村は運営に関与します。 

• 全国的な動向:令和 4年度時点での熊本県内の事例はありませんが、全国

的には 72件の事例があり、多様な運営形態の一つとして普及が進んでい

ます。 

公私連携型保育所のメリット 

• 専門性の高い安定的な運営:民間のノウハウや専門性を活用することで、

より質の高い保育サービスの提供が期待できます。 

• 運営コストの適正化:自治体による直接運営に比べ、運営コストの効率化

が図れる可能性があります。 

• 町の財政負担軽減:施設の維持管理や大規模修繕・改築にかかる町の負担

が軽減されます。 

 

1. 町立第 4保育所の公私連携型保育所への移行について 

• 運営法人 

• 公募型プロポーザル方式で事業者を募集した結果、社会福祉法人 

将友会（芦北町）を移行法人として決定しました。 

• 移行に向けた取り組み（町立第 4 保育所） 

• 保護者説明会の開催 

令和 6年 3月、9月に在園児童の保護者向けに説明会を開催 

• 三者協議会の実施 

令和 6年 11月～令和 7年 2月に在園児童保護者、社会福祉法人 将

友会、町立第 4保育所の職員（町職員含む）の三者による協議会を

３度開催  移行後の保育園運営について協議を進めました。 

• 公私合同保育の実施 

令和 6年 10月からは、移行法人の職員が町立第 4保育所に出向き、

児童の特性などを引き継ぐ「公私合同保育」を行い、スムーズな移

行に向けて準備を進めました。 

 



資料４. 保育施設の現状について 

 

• 保護者の声 

令和７年１０月に町主催の効果に関する在園児童保護者向けのアンケ

ート調査を実施予定にしていますが、法人独自の事前アンケートを実施

したところ、次のような意見が出されました。 

・きめ細やかな対応をしてくれるようになった 

・先生方も笑顔が増えたようだ 

・相談がしやすくなった 

・散歩が多くなってうれしい 

公私連携型保育所への移行を評価する声も聞かれるようになりました。 

詳細に関しては、６月の広報誌の資料もご確認ください。 

 

2. 今後の展望 

町立第 4 保育所の公私連携型保育所への移行は、益城町の保育行政にとって

新たな一歩となりました。 

町立第 4 保育所の移行状況を踏まえ、町では、飯野校区にある町立第 2 保育

所を令和 9年 4月から公私連携型保育所への移行を計画しています。 

８月末から事業者選定に向けた公募型プロポーザルを実施します。 

令和８年１月には、運営法人が決定しますので、決定後は、改めて報告をさせ

ていただきます。 

 




